
条件（対象者、対象⾏為、補助率等）

事業の内容

キャッシュレス・消費者還元事業
平成31年度予算案額 2,798億円（新規）

商務・サービスグループ
消費・流通政策課
キャッシュレス推進室
03-3501-1708

事業⽬的・概要
平成31年10⽉1⽇の消費税率引上げに伴い、需要平準化対策と
して、キャッシュレス対応による⽣産性向上や消費者の利便性向上の
観点も含め、消費税率引上げ後の⼀定期間に限り、中⼩・⼩規模
事業者によるキャッシュレス⼿段を使ったポイント還元・割引を⽀援し
ます。

本⽀援を実施することで中⼩・⼩規模事業者における消費喚起を後
押しするとともに、事業者・消費者双⽅におけるキャッシュレス化を推
進します。

平成31年10⽉1⽇の消費税率引上げ後９か⽉間について、消費者が
キャッシュレス決済⼿段を⽤いて中⼩・⼩規模の⼩売店・サービス業者・
飲⾷店等で⽀払いを⾏った場合、個別店舗については５％、フランチャイ
ズチェーン加盟店等については２％を消費者に還元します。

 なお、決済事業者は、当該中⼩・⼩規模事業者に課す加盟店⼿数料を
3.25％以下にしておく必要があります。

補助にあたっては、決済事業者が中⼩・⼩規模事業者に提供するキャッ
シュレス決済のプランを提⽰し、その中から、中⼩・⼩規模事業者が⾃らに
望ましいプランを選択します。
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（１）消費者への還元

（１）の枠組みに沿って中⼩・⼩規模事業者がキャッシュレス決済を導
⼊する際に、必要な端末等導⼊費⽤の１／３を決済事業者が負担す
ることを前提に、残りの２／３を国が補助します。

（２）決済端末等の導⼊補助
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成果⽬標
本事業の効果も含めて、2025年までに⺠間最終消費⽀出に占める
キャッシュレス決済⽐率40％を実現します。

（１）の枠組みに沿って中⼩・⼩規模事業者がキャッシュレス決済を⾏う
際に決済事業者に⽀払う加盟店⼿数料（3.25%以下）の１／３を、
期間中補助します。

（３）決済⼿数料の補助

 キャッシュレス決済は、中⼩・⼩規模事業者にとって、レジ締めの⼿間やコ
ストが省けるなど⽣産性を⾼めることができ、消費者にとっても、ＡＴＭか
ら現⾦を引き出す⼿間が省けるなどのメリットがあります。

 こうしたキャッシュレス化のメリットや本事業の内容を分かりやすく周知・普
及します。

（４）キャッシュレス決済の周知・普及
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（３）

①社会通念上不適切と考えられる者、②換⾦性の⾼い取引、③別途の需要平準化対策が講じられる取引、
④⼀部の消費税⾮課税取引がその取引の太宗を占めると考えられる者などを除き、幅広く中⼩・⼩規模事
業者を対象とします。
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